
 
 

 

 

組織横断型危機管理演習による行政連携の促進と 
施設への能動的支援を通じた 

要配慮者利用施設の避難実効性向上 
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要配慮者利用施設の人的被害を踏まえ，避難確保計画作成と訓練実施及び報告の義務化，市町

村による助言・勧告制度が創設された．要配慮者利用施設の避難実効性向上に向け，行政の組織

横断的連携を図る危機管理演習と施設の主体性を引き出す講習会を連動させた多段階アプロー

チを構築・検証した．独自の演習シートや対話手法の導入により，行政の能動的伴走支援への意

識変革を達成した．施設講習会では実動的計画への改修が進み，修正タイムラインを再提出する

自走型 PDCA サイクルが定着した．さらに，電子化による行動データの可視化・分析基盤も試

行した．今後は，他自治体への水平展開や地域住民を巻き込んだ多層的支援体制の構築を目指す． 
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１．はじめに 

平成 28 年台風 10 号で岩手県岩泉町の高齢者グル

ープホームの入所者 9 人が犠牲となった人的被害な

どを踏まえ，要配慮者利用施設の避難確保計画の作

成及び避難訓練の実施が義務化された．その後も全

国的に逃げ遅れが後をたたない中，令和 2 年 7 月豪

雨では，避難確保計画を作成していたにもかかわら

ず高齢者施設で 14 名の方が犠牲になる痛ましい被

害が発生した．この被害を受けて，国土交通省と厚

生労働省は共同で，有識者による「令和 2 年 7 月豪

雨災害を踏まえた高齢者福祉施設の避難確保に関す

る検討会」を設置し，避難の実効性を確保する方策

についてとりまとめ，その後，避難確保計画に関す

る市町村の助言・勧告制度等を加えた改正水防法や

改正土砂災害防止法が令和 3 年 7 月に施行された．

この改正では，要配慮者利用施設の所有者または管

理者に，市町村長への避難訓練結果の報告を義務づ

けるとともに，市町村長は避難確保計画や避難訓練

結果について，必要な助言･勧告ができることが措置

された 1)．しかし行政側では，各部局間の連携不足や

行政リソースの限界から，施設に対する能動的な伴

走支援や継続的フォローの維持が困難である点が課

題として挙げられる．一方施設側でも，既存のひな

形計画に依存するあまり避難動線やボトルネックの

定量的・動的な可視化がなされず，形式的な計画作

成にとどまり実動的な訓練へ繋がっていない． 

今後は，行政の能動支援によって施設が主体的に

PDCA サイクルを回し自走する仕組み（自走化）を確

立することが急務となっている． 

そこで本研究では，行政の能動支援と施設の自走

化を実現するため，行政内の組織横断的連携を強化

する危機管理演習と，施設の主体性を引き出す講習

会を連動させた支援体制を構築し，その有効性を検

証することを目的とする．本体制の構築を通じて，



 
 

施設主体の自律的な PDCA サイクルを定着させると

ともに，得られたノウハウを汎用パッケージ化して

他自治体へ水平展開し，地域全体における持続可能

な避難支援体制の実現を目指す． 

２．三段階連動型アプローチの構築 

行政の能動支援の醸成と，施設が主体的に計画を

更新する自走化の確立をシームレスに接続する全国

初の三段階連動型アプローチを立案・導入した． 

(1) 本手法のコンセプト 

本アプローチでは，行政内の部局間連携の強化と能

動支援意識の醸成（Step1）を基盤とし，その熱量を

背景として施設職員自らが課題を自己発見する講習

会（Step2）を経て，最終的に各施設が自発的な訓練

と計画改修を継続的に繰り返す自律的な組織的 PDCA

サイクル（Step 3：施設の自走化）へと誘発・連動さ

せることを最大のねらいとした．Step3の自走化は単

なる講習後の副産物ではなく，設計段階から講習会

（Step2）内に訓練実施と修正タイムラインの行政提

出というプロセスを組み込み，地域全体で持続可能

な避難実効性の向上を図った． 

(2) 能動支援を醸成する危機管理演習（Step1） 

従来の行政向け演習は防災・土木部局が中心であ

り，実際の避難支援や福祉施策を担う福祉・教育等

の部局との連携不足，さらには提出された計画書の

確認・受領にとどまる運用が構造的な課題であった．

そこで，施設への能動的・伴走型支援を創出する基

盤として，以下の工夫を取り入れた演習手法を立案・

実施した． 

a) 多部局と河川管理者の混合議論体制の構築 

防災担当のみならず福祉・土木・教育部局，さらに

河川管理者を交えた混合班を編成した．同一テーブ

ルで協議する環境を意図的に創出することで，組織・

機関の垣根を超えた横断的対話を可能とした． 

b) マトリックス型演習シートによる情報の空白

地帯の明確化 

縦軸に流域タイムラインの時間軸，横軸に各部局

の役割を配した独自シートを導入した．同一時間軸

における組織間の役割のズレや情報の空白地帯を視

覚的に浮き彫りにした．さらに，現状・展望の 2 項

目を一体的に議論させる工夫により，施設支援に向

けた実務上のボトルネックを全庁で共有・構造化を

可能とした． 

c) ワールドカフェ方式の対話と生成 AIのリアル

タイム要約の融合 

ワールドカフェ方式を導入し，「①庁内課題の抽

出 ➔ ②他機関交流 ➔ ③自自治体への行動還元」

とテーマを変えながらメンバーを段階的にシャッフ

ルする 3 ラウンド構成を採用した(図-1 参照)．対話

を重ねる工夫により，心理的ハードルを下げ，顔の

見える関係と当事者意識を急速に構築した． 

さらに，対話から生じた膨大な意見を生成 AI で即

時要約・可視化して全体共有する仕組みを構築した．

これにより，参加者全員の気づきを即座に構造化し，

行政側の意識を能動的伴走へ短時間で転換させた． 

 
図-1 危機管理演習手法 

(3) 伴走型支援による施設の自走化（Step2・3） 

危機管理演習（Step1）で醸成された行政の能動支

援意識を現場へ接続し，施設と行政が一体となって

避難の実効性を高める講習会手法（Step2）を立案し

た．受講後に施設が自発的に訓練を行い，修正タイ

ムラインを再提出する自律的 PDCA（Step3：施設の自

走化）までをあらかじめ組み込んで展開した． 

a) 異種施設＋行政・社協同席の伴走型体制 

従来の「座学・一方通行型」を脱却し，高齢者・障

害者等種別の異なる施設職員の混合班に，行政の福

祉部局や社会福祉協議会職員が直接同席する環境を

構築した．施設種別を超えた対話で他施設の先進事

例を取り入れると同時に，同席した行政職員が「夜



 
 

間少人数体制」等の現場制約を自分事化する工夫を

図った．公的リソースや制度活用策を共に協議する

ことで，実動できる計画へ改修する伴走支援を展開

した． 

b) 訓練報告を組込んだ PDCA サイクルの設計 

講習会を単なる単発イベントで終わらせず，受講

後に各施設が自律的に訓練（机上・実地）を実施し，

課題を反映した修正版タイムラインを行政へ再提出

する一連の仕組みを設計した．行政への再提出プロ

セスを講習内容に組み込む工夫により，施設自身が

計画の検証・改修を継続的に回す自走型避難支援モ

デル（自走化）の定着を図った． 

３．行政・施設の行動変容と導入効果の検証 

本研究で構築した三段階連動型アプローチの有効

性を検証するため，演習後アンケートの定量データ

および提出された修正版タイムラインシートの定性

データを多角的に分析・考察した．なお，効果検証に

用いたアンケートは，危機管理演習（自治体職員等 

N=49 名）および白鷹町講習会（参加施設関係者 N=23

名/12 施設）を対象として実施したものである． 

(1) 行政の能動支援への転換 

行政向け演習において，縦軸に流域タイムライン，

横軸に全庁役割を配した独自演習シートや多部局混

合対話（ワールドカフェ）を導入した結果，行政職員

の 98％が「多角的な視点を得られた」，91％が「施

設のタイムライン作成・見直しを積極的に支援した

い」と回答した．特に重要なのは，演習シートへの記

述分析から，災害発生時の行動にとどまらず，「平時

からの備えや施設支援に関する意見」が数多く挙げ

られ，平時からの密な連携体制の構築が全庁的な共

通認識として醸成された点である．本演習を通じて，

平時から施設の実情に即したタイムライン作成・更

新や訓練実施を継続的に支援する姿勢へと転換した． 

(2) 施設の実動的計画への質的転換 

Step1（危機管理演習）における行政側の意識変革

を受け，各市町へのヒアリング調査を実施した結果，

訓練実施や施設支援の必要性は認識しているものの，

自治体職員のマンパワー不足や資金不足，施設側の

意識の差から，市町単独で体系的な講習会や継続的

な支援体制を構築・運営することの難しさが共通課

題として浮き彫りとなった．そこで，国や県が旗振

り役となりモデル自治体として白鷹町を選定し，福

祉部局や社会福祉協議会（7 名）も参画する白鷹町要

配慮者利用施設講習会（Step2）を開催した．本講習

会では，町内の要配慮者利用施設 12 施設から 23 名

（管理者・防災担当者等）が参加し，Step1 と同様に

ワールドカフェ方式による多部局・多職種混合での

意見交換を実施した．その結果，参加者の 97％が「他

施設職員との対話が自施設の課題解決や多角的な視

点の獲得に役立った」と回答した．これにより，従来

の避難確保計画のひな形には記載のない「夜間体制

下での連絡体制の確立」や「避難対象者に応じたパ

ニック防止策」など，現場特有の制約や課題が可視

化された（図-2 参照）．また，高齢者・障害者・保

育等の異なる施設種別が同一テーブルで対話したこ

とで，自施設単独の検討では見落としがちであった

課題を自己発見する機会となった．この気づきを通

じ，「管理者や防災担当者が 1 人で形式的に計画を

作成し職員に提示するスタイル」から，「現場職員全

員で課題や気づきを出し合い計画を作成・更新する

スタイル」への意識変革が生じた． 

 
図-2 ワールドカフェで確認された主な効果 

(3) 受講後の行動変容と自走化（Step 3） 

講習（Step2）における課題の自己発見と意識変



 
 

革をきっかけに，講習受講後には各施設において即

座に次の具体的な行動変容が展開された．アンケー

ト調査では，受講施設の 74％が「施設タイムライ

ンシートを活用して職員間共有や図上訓練を行う予

定がある」と回答し，さらに参加者全員が「今後も

同様の講習会への継続参加を希望する」と回答する

等，高い受講満足度と自律的な取り組みへの強い意

欲が示された．単なる意識向上にとどまらず，施設

において以下のような自発的かつ実動的な取り組み

が展開された． 

・特別養護老人ホーム：停電・孤立化を想定した机上

訓練を実施した．酸素吸入器等の電源確保や「地区

社会福祉法人防災ネットワーク」への支援要請時期，

近隣重機所有者との連携など，実動性の高い判断基

準をタイムラインへ反映させた（図-3 参照）． 

・介護老人保健施設：タイムライン訓練を実施し，全

職員の動線や持ち出し品点検の手順を具体化した． 

訓練で抽出された課題を踏まえて作成されたタイ

ムラインが行政へ自発的に再提出され，本アプロー

チの最終目標である「施設主体の自律的な PDCA サイ

クル（計画作成・訓練・検証・計画改修＝自走化）」

が定着した． 

 

  図-3 提出されたタイムラインシートの例 
(4) 電子化による避難行動データの可視化と集約

基盤の試行 

本アプローチの持続可能性を高め，他自治体へ

の汎用的な水平展開を可能とするため，紙媒体で

作成・提出されていたタイムラインの電子化（デ

ータ集約・可視化）を試行した．これにより，手作

業による計画書チェックや課題抽出の事務負担を

大幅に削減し，自治体のマンパワー制約下でも広

域・多施設の状況を効率的に把握できるデジタル

の支援基盤を試行した．現時点では基礎的な集約基

盤の構築にとどまるが，将来的に蓄積データを分析

することで，地域・流域全体の避難施策へ還元で

きるデータ駆動型支援への展開可能性を示した． 
４．結論 

本研究では，要配慮者施設の避難確保計画・訓練

の実効性向上に向け，独自演習シートやワールドカ

フェ方式等を融合した多段階連動型アプローチを構

築・実証した．まず，行政向け危機管理演習（Step 

1）により全庁的な能動的支援意識を醸成し，白鷹町

での施設向け講習会（Step 2）への福祉部局・社会福

祉協議会の能動的な参画へ直接連動させた．講習会

では，異種施設と行政・社協が同席する伴走型体制

を構築し，共助・公助が接続した実動的計画への深

化を後押しした．さらに受講後，各施設が自発的に

訓練を行い作成したタイムラインを行政へ提出する

組織的 PDCA サイクル（Step 3：施設の自走化）の

定着を実証した． 

本モデルは，自治体のマンパワー不足や計画の形

骸化という全国共通の構造的課題を解決する「持続

可能な標準モデル」である．さらに，電子化による行

動データの可視化や集約基盤を包括したパッケージ

は，全国の自治体や流域全体へ水平展開可能な汎用

性を有している． 

５．今後の課題と展望 

今後は，蓄積データの拡充を進め，訓練頻度や避

難時間等を定量評価することで支援ツールの質を高

めていく．あわせて，行政と施設の両輪型支援に加

え，近隣住民や自主防災組織，消防団等を巻き込ん

だ「多層的な地域支援体制」へと発展させる．これに

より，自治体のマンパワー制約や分析限界といった

構造的課題を飛躍的に改善し，流域治水の理念に基

づく持続可能な防災コミュニティの確固たる定着を

実現できる．  
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